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資金調達サポート事業 スタートアップ公募要領 

 

本事業は、ベンチャーキャピタル及び県内金融機関等（以下「ＶＣ等」という。）と

連携体制を構築し、その投資活動と協調して主にシード～アーリー初期におけるス

タートアップの資金調達を支援することにより、スタートアップを誘致・育成すると

ともに、県内スタートアップへの投資の流れを創出することを目的として実施します。 

本公募要領では、山梨県がＶＣ等と協調支援するスタートアップを募集します。 

 

１ 資金調達サポート事業の概要 

（１）スタートアップに対する支援の仕組み 

    本事業では、山梨県（以下「県」という。）が認定したＶＣ等（以下「認定

ＶＣ等」という。）から投資を受けるスタートアップに対して、認定ＶＣ等の

投資額と同額の範囲内（最大２千万円）で、県がコンバーティブル・エクイ

ティ（以下「ＣＥ」という。）により、その資金調達を支援します。 

    また、本事業により出資したスタートアップについては、他の様々な県の

支援事業へと接続し、県内企業等とのマッチングを図ることなどを通じて、

県がその事業定着・拡大をフルサポートしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 転換社債型新株予約権付社債による投資、現金対価取得請求権のついた投資

は対象外。Ｊ－ＫＩＳＳ投資については対象とする 

        ※２ 一定額以上の株式による資金調達時（転換条件達成時）に株式に転換できる

権利が付された有償発行の新株予約権。日本におけるＣＥ契約の標準フォー

マット「Ｊ－ＫＩＳＳ」を使用する。Ｊ－ＫＩＳＳの詳細については、Coral 

Capital のＨＰ（https://coralcap.co/j-kiss/）を参照  

 

（２）スケジュール(予定) 

   ①ＶＣ等の公募・認定 

 

 

 

 

時期 内容 

令和７年５月１９日～６月１３日 公募 

６月２５日 審査会 

６月末 認定ＶＣ等公表 

スタートアップ   

 

認定ＶＣ等 

山梨県  

①申請  ②認定  

④申請  ⑤ＣＥ ※２による 
資金調達の支援  

③投資  ※１  

https://coralcap.co/j-kiss/
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②スタートアップの公募 

  第１回 

 

 

 

 

 

      第２回 

 

 

       

 

 
 
       第３回 
 
 
 

 

 

 

 

 

※上記スケジュールは予定であり、今後変更となる可能性があります。  

 ＶＣ等については、令和５年度及び令和６年度の認定先に加えて募集を行 

います。 

 

２ 支援対象事業者の要件 

      以下の要件の全てを満たす者を対象とします。 
       

①   認定ＶＣ等から以下の期間に投資（着金）を受ける事業者であること。 

  第 1 回公募 令和７年１月１日から令和７年１１月２８日まで 

  第２回公募 令和７年４月１日から令和８年２月２７日まで 

  第３回公募 令和７年４月１日から令和８年２月２７日まで 

② 国内に事務所を有する中小企業者（中小企業基本法第２条に規定する中小

企業者）であって、みなし大企業に該当しないこと。 
   
   みなし大企業とは、中小企業者であって、以下のいずれかを満たすものをいう。  

・発行済株式の総数又は出資の総額の２分の１以上を同一の大企業に所有されている 

・発行済株式の総数又は出資の総額の３分の２以上を複数の大企業に所有されている 
       

③ 創業５年以内であること（ただし、県内に事業所を有するときはこの限り

ではない）。 

④ 「山梨県内に事業所を開設する」又は「山梨県で継続的に事業を実施する」

（予定である）こと。 

※県外企業は、拠点進出・事業展開に関する誓約書【様式５号】を県へ提出すること。 

時期 内容 

令和７年７月 1 日～８月２９日 公募 

９月１０日 審査会 

１０月～１２月 ＣＥによる資金払込 

時期 内容 

令和７年１０月 1 日～１１月２８日 公募 

１２月１０日  審査会 

令和８年 1 月～３月 ＣＥによる資金払込 

時期 内容 

令和７年１２月１２日～１月２７日 公募 

２月上旬  審査会 

令和８年３月～４月 ＣＥによる資金払込 
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⑤【表１】のいずれかの分野に該当する事業を営んでいること。 

⑥ 認定ＶＣ等から「出資を受けている」又は「出資意向確認書の提出を受け

ている」こと。  

⑦ 都道府県民税及び市町村民税を完納していること。  

⑧ 暴力団員等又は暴力団員等と密接な関係を有する者並びにこれらの者の

いずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこ

れらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。）となっている法人に該

当しないこと。 

【表１】 

対象分野 

次世代エネルギー関連分野 ロボット関連分野 

健康・医療関連分野 次世代モビリティ関連分野 

半導体関連分野 スマート農業関連分野 

防災関連分野 

 

 

 

３ 支援対象事業者の決定プロセス 

（１）審査プロセス 

応募内容が前述の「２ 支援対象事業者の要件」を満たしているかについて

担当課にて審査した後、外部有識者を含む審査委員会での面接審査（応募者多

数のときは、加えて事前の書類審査）を経て、県が総合的な判断のもと採択す

る事業者を決定します。 

審査員会においては、以下の項目について審査します。 
 

① 事業計画の完成度と実現可能性  

・ 顧客のニーズやペインを具体的に把握しており、それに対応したビジネ

スとなっているか。  

・ 顧客に対する市場規模は広がりがあり、事業の成長性や収益性があるビ

ジネスか。  

・ 新規性のある事業アイデアやユニークな技術シーズが盛り込まれ、競合

優位性があるか。  

・ 事業計画が実現可能な知見、経験値、トラクションを有しているか。 

・ 経営者、マネジメントチーム、実施体制は事業の成功を期待できるか。 

・ 予想される事業リスク(市場変動、技術革新等)への対策が適切か。  

② 地域への貢献と地域への波及効果 

・ 山梨県で事業を展開する理由が明確であるか。 

・ 山梨県での事業拡大(事業所の開設、雇用、売上等)が期待できるか。 

・ 県内企業等との取引や協業が期待できるか。 

※その他、県経済への波及効果が大きいと考えられる分野について

は適宜対象とする（事前に県に確認すること）  
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・ 生産性向上等による県内産業の活性化や県民のＱＯＬ向上等、地域への 

波及効果が期待できるか。  

③ 支援資金の必要性と妥当性  

・ 事業計画実現のために本支援資金が必要であり、申請金額は妥当か。 

 

審査プロセスは非公開で行われ、審査の結果等、審査に関する問い合わせ 

には応じられません。 

審査委員が申請案件と何らかの利害関係があると県が判断したときは、当

該申請案件の審査から当該審査委員を除外します。 

 

（２）審査結果の通知及び公表 

    審査結果については申請者へ書面で通知し、採択者の法人名称等を県公式

ＨＰ等にて公開します。 

また、採択に諸般の条件を付す場合があります。当該条件に対し申請事業者  

において不服があるときは、様式１０号により申請を取り下げることができま

す。  

支援金額は、予算額や採択される案件の数等を総合的に勘案し、県が決定し

ます。 

採択後、「２ 支援対象事業者の要件」にて定める期限までに認定ＶＣ等から

の投資を受けることができなかったときは、同要件に適合しないと判断し、採

択を取り消します。 

 

（３）再審査 

    採択後出資契約を締結する時までに申請書類の記載内容に変更があったと

きには、再審査を行うことがあります。 

 

４ 出資契約の締結 

県は、Ｊ－ＫＩＳＳ型新株予約権により、本事業に採択された事業者（以下「採

択事業者」という。）に出資します。 

採択事業者は、県の出資を受けようとするときは、本事業への申請時に本要領

「７ 申請手続」に記載する申請書類⑪及び⑫を県へ提出している場合を除き、「投

資報告書」（様式１１号）をあらかじめ県に提出してください。 

投資報告書により認定ＶＣ等から採択事業者へ投資が実行されたことを確認し

た後、県は採択事業者と出資契約を締結します。 

出資契約の各種条件については、別表１「主要条件一覧表」のとおりとします。

また、契約書の文言については、Ｊ－ＫＩＳＳ型新株予約権投資契約書の原文の

とおりとします。 

採択事業者は、県と出資契約を締結しようとするときは、Ｊ－ＫＩＳＳ型新株

予約権の発行が決議されたことを証明する書面（株主総会議事録等）をあらかじ
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め県に提出してください。 

株主総会議事録等を確認した後、県は採択事業者とＪ－ＫＩＳＳ型新株予約権

投資契約書により出資契約を締結するとともに、採択事業者にＪ－ＫＩＳＳ型新

株予約権申込証により新株予約権を申し込み、採択事業者が「請求書」（様式１２

号）により指定する口座に出資契約で定められた金額を払い込みます。 

県からの払込みの後、採択事業者は、新株予約権原簿記載事項証明書及び新株

予約権が登記されたことを証明する書類を県へ提出してください。 

 

５ 新株予約権の株式転換後の対応 

    新株予約権が株式に転換されたときは、県は保有する株式を早期にＶＣ等へ売

却することがあります。 

 

６ 採択事業者の報告事項 

また、県が新株予約権又は転換後の株式の所有者である間、出資契約書上の情

報開示に加え、年度毎に「事業状況報告書」（様式１３号）を県へ提出してくださ

い。 

 

７ 申請手続 

（１）申請書類 

 次の書類一式を提出してください。 

① 申請書【様式１号】 

② 申請者の概要【様式２号】 

③ 提案書【様式３号】※認定ＶＣと協議の上で提出すること 

④ 提案書別添資料 (概要、事業計画、資金計画、資本政策) 【別紙１】 

※認定ＶＣ等と協議の上で提出すること。うち資本政策については、県か

らの資金調達及び新株予約権の転換条件となる資金調達の予定を含め、

創業からエグジットまでのプランについて記載すること。 

⑤ 暴力団排除に関する誓約書【様式４号】 

⑥ 拠点進出・事業展開に関する誓約書【様式５号】 

 ※山梨県内に事業所を有していない事業者のみ 

⑦ 会社定款  

⑧ 登記事項証明書 

⑨ 決算関係書類（直近３期分）  

⑩ 本社の所在する都道府県税及び市町村民税の納税証明書 

⑪ 認定ＶＣ等との投資契約書又は投資契約に係る全ての書類 

  ※既に投資を受けているとき 

⑫ 認定ＶＣ等から投資を受けたことが分かる書類  

（例．通帳の表紙と振込金額部分のコピー等）  

 ※既に投資を受けているとき 
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⑬ 出資意向確認書【様式６号】   

※これから投資を受けるとき。認定ＶＣ等が記載する 

⑭ スタートアップの評価及びハンズオン計画【様式 7 号】   

※認定ＶＣ等が記載すること 

 

（２）提出方法・期限 

    申請書類一式をスキャナー等でＰＤＦ化し、ＯｎｅＤｒｉｖｅ等へアップ

ロードして提出してください。提出にあたって、以下の宛先のアドレス宛に、

申請書類一式を提出する旨のメールをあらかじめ送信してください。書類の

アップロード方法について、担当者から案内します。 

    併せて、５部（正本１部、副本４部）を以下の宛先まで、郵送または持参

により提出してください。 

   ・ 宛先 

〒４００－８５０１ 山梨県甲府市丸の内１－６－１ 

山梨県産業政策部スタートアップ・経営支援課 

スタートアップ支援担当 

E-mail: startup@pref.yamanashi.lg.jp 

・ 受付時間（持参のとき） 

午前８時３０分から午後５時まで（土・日・祝祭日を除く） 

・ 提出期限 

第 1 回 令和７年８月２９日（金） 午後５時必着 

第２回 令和７年１１月２８日（金） 午後５時必着 

第３回 令和８年１月２７日（火） 午後５時必着 

 

（３）質問方法及び質問送付先 

    本企画提案に対し質問があるときには、質問書（様式８号）に記載の上、

メールにてお問い合わせください。 

・ 宛先  

山梨県産業政策部スタートアップ・経営支援課 

スタートアップ支援担当 

E-mail: startup@pref.yamanashi.lg.jp 

・ 受付期限  

第１回 令和７年８月２２日（金）午後５時まで 

第２回 令和７年１１月２１日（金）午後５時まで 

第３回 令和８年１月２０日（火）午後５時まで 

・ 質問に対する回答 

質問者に回答するとともに、県の公式ＨＰに掲載します。 

 

（４）その他 
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・ 応募資格を有しない者の申請書又は不備がある申請書は受理しません。 

・ 申請書類を受け付けた後、必要に応じて追加説明資料の提出を求めるこ

とがあります。 

・ 申請書類に不備があり提出期限までに修正できないときは、申請を無効

とします。 

・ 申請者から提出された書類は返却しません。 

・ 申請に係る連絡先等の個人情報は、適切に管理し、本業務以外の目的に

は使用しません（県の産業振興施策に係る情報提供は除く）。 

 

８ 本件に関する問い合わせ 

 山梨県産業政策部スタートアップ・経営支援課  

スタートアップ支援担当 

TEL：０５５－２２３－１５４４（直通） 

E-mail：startup＠pref.yamanashi.lg.jp 


